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１．はじめに 

現在、自治体等では、急速な老朽化トンネルの増加による維持管理費用の増大に対応するため、長寿命化修

繕計画を策定し、その計画に基づいた計画的・戦略的な維持管理を実施している。ただし、計画を確実に実践

するためには、点検、補修・補強等の各段階において、いつ・誰が・どのような対応をするのか等を明確にし

たマニュアルを整備することが重要である。本稿では、長寿命化修繕計画策定において、各種マニュアルを整

備し、今後の維持管理に資する検討を行った事例を報告する。 

２．マニュアルの種類及び位置付け 

マニュアルは、補修・補強マニュアル、日常点検マニュ

アル、素掘りトンネル維持管理マニュアルから成り立ち、

点検や補修・補強の実施レベルについての内容で、長寿命

化計画に基づく事業（点検・対策）を実施するためのツー

ルとして位置付けている。 

３．各種マニュアルについて 

３．１．補修・補強マニュアル 

補修・補強マニュアルは、自治体が管理する道路トン

ネルについて、補修・補強に関する技術資料であり、ト

ンネルの補修・補強に関する計画、設計、施工を行う上

で、補助となることを目的とする。 

（１）補修・補強の基本 

トンネル定期点検で対策が必要と判定されたトンネル

については、補修・補強等の対策を施すことにより健全

性を確保することを基本とする。 

（２）対象トンネルの選定 

補修・補強を行う対象トンネルは、長寿命化修繕計画

に基づくことを基本とする。 

（３）補修・補強等の記録 

補修・補強等の結果を記録し、当該トンネルの供用期

間中は保管しなければならない。 

（４）補修・補強設計 

補修・補強設計においては、変状の原因を調査して対

策を検討する。 

（５）施工 

補修・補強工事は、安全性、使用性、第三者影響度等

の要求性能を維持あるいは向上させるために行う。 
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図-2 補修・補強マニュアルフロー 
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図-3 対策選定フロー例 
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３．２．日常点検マニュアル 

日常点検マニュアルは、自治体が実施する道路パトロール

のうち、トンネルのパトロールについて適用する。なお、対

象とするパトロールは、「日常パトロール」、「定期パトロー

ル」、「異常時パトロール」とする。 

「日常パトロール」は、トンネルに関する異常の発見と応

急簡易な措置を行うことを目的とし、下記の異常を発見した

場合は技術職員に報告を行う。 

①原因不明の変状や進行が見られた場合 

②舗装の網目状ひびわれやポットホールが発見された場合、あるいは進行が

確認された場合 

パトロールを実施した場合は、変状・異常の場所、状況等について、点検

シートへ記録し、データを確実に蓄積する。 

３．３．素掘りトンネル維持管理マニュアル 

素掘りトンネル維持管理マニュアルは、自治体が管理する

トンネルのうち、素掘トンネルの維持管理について規定した

ものである。素掘トンネルについては統一した健全度評価指

標がなく、現場ごとに技術者が判断している状況であり、適

切な対応となっていない可能性もある。このため、適切な施

設の機能維持を目的とした維持管理基準を示す。 

（１）変状状況の把握 

素掘トンネルに発生する変状は、施工法等によ

り、類似した変状が発生する箇所や特徴を十分に

考慮した上で、スパン毎、変状毎にその状況を把

握する。 

（２）対策区分の判定 

対策区分の判定は、トンネルの変状・異常が利用者に及ぼす影響を詳細に把握し、適切な措置を計画するた

めに行うものであり、従来の点検、調査結果の判定と同様に、点検・調査実施後に変状等に対して判定を行う。 

判定区分については、吹付けトンネルは覆工コンクリートトンネルの区分から吹付けトンネルの健全性に影

響すると考えられる変状を選択して設定する。また、煉瓦積みトンネル、無巻トンネルについては、新設トン

ネルにおいて切羽評価で用いられている評価の種類から各々のトンネルの健全性に影響すると考えられる評

価を選択して設定する。 

（３）素掘りトンネルに対する対策 

素掘りトンネルの対策は、対策の実施から 2 年程度以内に、

措置後の確認として、対策を実施した箇所に対して近接目視等

を行い、対策の効果が確実に発揮されているかを確認する必要

がある。 

４．今後の展望（各種マニュアル作成による長寿命化計画の実効性向上） 

長寿命化修繕計画を策定する上で、計画を確実に実践するためのツールとして、各種マニュアルを整備する

ことは重要である。ただし、道路トンネルは、現地の環境状況、施工状況等が異なるものであるため、マニュ

アルに準拠しながらも個々のトンネルの状況を勘案して適用性を検討する必要がある。今後は、データを蓄積

し、新技術等を取り入れながら、各種マニュアルを充実させ、計画の実効性を向上させることが重要である。 

図-4 土砂流出状況 

表-1 点検シート例 

表-2 素掘りトンネルの定義 

素掘りトンネルの種類 トンネルの状態

吹付けトンネル
トンネル内面が吹付けコンクリート（または吹
付けモルタル）仕上げのトンネル

煉瓦積みトンネル
トンネル内面が煉瓦積み（または石積み）仕
上げのトンネル

無巻トンネル トンネル内面に地山が露岩しているトンネル

図-5 素掘りトンネル状況例 

表-3 素掘りトンネル対策工例 
対策区分 本対策の代表例 

はく落防止対策 
・ コンクリート片 
・ 煉瓦ブロック 
・ 岩塊 

吹付けコンクリート工
補強セントル工 
ロックボルト工 
はつり落とし工 
断面修復工 
金網・ネット工 
当て板工 

漏水対策 
線状の漏水対策工
面状の漏水対策工
地下水位低下工 
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